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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次
第61期

中間会計期間
第62期

中間会計期間
第61期

会計期間
自 2024年７月１日
至 2024年12月31日

自 2025年７月１日
至 2025年12月31日

自 2024年７月１日
至 2025年６月30日

売上高 (百万円) 17,765 17,466 34,896

経常利益 (百万円) 749 596 1,526

中間(当期)純利益 (百万円) 508 402 1,027

持分法を適用した場合の
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,057 1,057 1,057

発行済株式総数 (株) 14,509,800 14,509,800 14,509,800

純資産額 (百万円) 17,576 18,130 18,102

総資産額 (百万円) 26,764 26,039 25,665

１株当たり中間(当期)純利益 (円) 36.63 29.22 74.30

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 30.00

自己資本比率 (％) 65.7 69.6 70.5

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 898 839 1,830

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △128 △162 △176

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △613 △842 △1,745

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 1,790 1,377 1,542
 

(注) １．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移は記

載しておりません。
２．当社は関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益を記載しておりません。
３．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。　
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

当社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している主

要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありま

せん。

 
２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(１) 業績の状況

当中間会計期間（2025年７月１日から2025年12月31日）におけるわが国経済は、雇用・所得環境の改善等を背

景に景気は緩やかな回復基調で推移しました。一方で、物価上昇が継続する中、消費者の節約志向が強まってお

り、依然として先行きは不透明な状況が続いております。

当社におきましては、取引先による商品の廃番や値上げが相次ぐ中、一部の商品群では一時的な欠品による機

会損失が発生しておりますが、代替品の発掘や新たな仕入先の開拓を進めることで、品揃えの維持に努めており

ます。あわせて、ＤＩＹアドバイザー資格取得者を大幅に増員し、店舗接客におけるコンサルティング販売能力

の向上を図るなど、より多くのお客様にお役に立てる店づくりに取り組んでおります。

当中間会計期間における売上高は、前年同期に地震や台風の発生を背景に防災用品の売上が大きく伸長してい

た反動に加え、物価高による消費者の買い控えの影響を受け、全店ベースの来店客数は前年同期比98.3％、客単

価は同100.0％となり、売上高は同98.3％の174億66百万円となりました。

利益につきましては、原材料価格の高止まりや円安の影響により仕入価格が上昇している一方、販売価格の引

き上げを期初の想定よりも抑制したことから、売上総利益率は前年同期比0.5ポイント低下し31.1％となりまし

た。また、減価償却費や光熱費の減少等により販売費及び一般管理費が前年同期比99.3％となりましたが、売上

高の減少および売上総利益率の低下の影響が大きく、営業利益は同76.2％の4億74百万円、経常利益は同79.6％の

5億96百万円、中間純利益は同79.0％の4億2百万円となりました。

 
（注）当社は営業開始後13ヵ月経過した店舗を既存店、13ヵ月未満の店舗を新店と定義しており、当中間会計累計

期間においては全12店舗が既存店となることから、来店客数・客単価・売上高の各数値は全店（既存店）の

数値となります。

 
 部門別の業績は次のとおりであります。なお、当社は単一セグメントであるため、商品区分別により記載して

おります。

　(単位：百万円)

部 門 別

前中間会計期間
(自 2024年７月１日
　至 2024年12月31日)

当中間会計期間
(自 2025年７月１日
　至 2025年12月31日) 増減額

前年
同期比

金額 構成比 金額 構成比

＜ＤＩＹ用品＞
ホビー・木製品、建材、手工具、電動工

具、金物、塗料、接着剤、園芸資材、薬

剤肥料・用土、植物、エクステリア用

品、石材

9,633 54.2％ 9,313 53.3％ △319 96.7％

＜家庭用品＞
家庭用品、日用品、インテリア用品、電

気資材用品、収納用品、住宅設備用品、

季節用品

5,713 32.2％ 5,700 32.6％ △13 99.8％

＜カー・レジャー用品＞
カー用品、アウトドア用品、ペット用

品、文具

2,417 13.6％ 2,451 14.1％ 34 101.4％

合計 17,765 100.0％ 17,466 100.0％ △299 98.3％
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(２) 財政状態の分析

（資産）　

当中間会計期間末における資産合計は、前事業年度末に比べ3億74百万円増加の260億39百万円となりました。

これは主に現金及び預金が1億65百万円、有形固定資産が1億18百万円減少した一方、商品が5億92百万円増加した

ことによるものであります。

（負債）

当中間会計期間末における負債合計は、前事業年度末に比べ3億46百万円増加の79億8百万円となりました。こ

れは主に長短借入金が3億99百万円、未払法人税等が2億6百万円、その他流動負債が1億60百万円減少した一方、

買掛金が10億15百万円増加したことによるものであります。

（純資産）

当中間会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ28百万円増加の181億30百万円となりました。こ

れは主に剰余金の配当が4億12百万円あった一方、中間純利益を4億2百万円計上したことによるものであります。

 

(３) キャッシュ・フローの状況

　当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ1億65百万

円減少の13億77百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりであります。　

　(営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は、8億39百万円（前年同期は8億98百万円の獲得）となりました。これは主に棚

卸資産の増加額が5億93百万円、法人税等の支払いが3億17百万円となったのに対し、税引前中間純利益が5億96

百万円、減価償却費が4億18百万円、仕入債務の増加額が10億15百万円となったことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、1億62百万円（前年同期は1億28百万円の使用）となりました。これは主に有

形固定資産の取得による支出が1億97百万円となったことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、8億42百万円（前年同期は6億13百万円の使用）となりました。これは主に長

短借入金の減少額が3億99百万円、配当金の支払額が4億12百万円となったことによるものであります。

 

（４）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

当中間会計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更

はありません。

 
（５）経営方針・経営戦略等

当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
（６）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間会計期間において、当社が優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(７) 研究開発活動

該当事項はありません。

 
３ 【重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,984,000

計 30,984,000
 

 
② 【発行済株式】

 

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2025年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2026年2月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 14,509,800 14,509,800
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株で
あります。

計 14,509,800 14,509,800 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

 2025年12月31日 ― 14,509,800 ― 1,057 ― 1,086
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(5) 【大株主の状況】

 2025年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

有限会社ガーデンビル 宮崎県都城市広原町8号1番地１ 1,938,960 14.09

ハンズマン社員持株会 宮崎県都城市吉尾町2080番地 1,563,642 11.36

野村信託銀行株式会社 東京都千代田区大手町二丁目2番2号 890,000 6.46

株式会社宮崎銀行 宮崎県宮崎市橘通東四丁目3番5号 687,000 4.99

大薗　誠司 宮崎県北諸県郡三股町 420,870 3.05

株式会社ライフ建築設計事務所 宮崎県都城市高木町4716番地12 300,000 2.18

大薗　正忠 宮崎県宮崎市 261,322 1.89

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目4番5号 234,000 1.70

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目1番1号 234,000 1.70

住友生命保険相互会社 東京都中央区八重洲二丁目2番1号 234,000 1.70

計 － 6,763,794 49.15
 

（注）1．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は次のとおりであります。

野村信託銀行株式会社 890,000株
 

　　　2．当社所有自己株式（750,200株）につきましては、上記大株主から除いております。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2025年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）

普通株式 750,200
 

―
権利内容に何ら限定の無い、当社に
おける標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,752,000
 

137,520 同上

単元未満株式 普通株式 7,600
 

― 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 14,509,800 ― ―

総株主の議決権 ― 137,520 ―
 

 

 
② 【自己株式等】

  2025年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
株式会社ハンズマン

宮崎県都城市吉尾町
2080番地

750,200 ― 750,200 5.17

計 ― 750,200 ― 750,200 5.17
 

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上欄に掲げる会社に該当し、財務諸表等規則第1編及

び第3編の規定により第1種中間財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、中間会計期間(2025年7月1日から2025年12月31日まで)に

係る中間財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる期中レビューを受けております。

 

３．中間連結財務諸表について

当社は子会社がないため、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【中間財務諸表】

(1) 【中間貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前事業年度

(2025年６月30日)
当中間会計期間
(2025年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,542 1,377

  売掛金 651 750

  商品 7,537 8,130

  貯蔵品 53 54

  その他 248 278

  流動資産合計 10,033 10,591

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 9,308 9,133

   土地 2,117 2,197

   建設仮勘定 30 42

   その他（純額） 1,692 1,656

   有形固定資産合計 13,148 13,029

  無形固定資産 336 332

  投資その他の資産   

   投資不動産（純額） 753 749

   その他 1,392 1,336

   投資その他の資産合計 2,146 2,085

  固定資産合計 15,631 15,447

 資産合計 25,665 26,039

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,853 2,869

  短期借入金 1,899 1,799

  未払法人税等 362 156

  その他 1,283 1,123

  流動負債合計 5,400 5,948

 固定負債   

  長期借入金 1,135 835

  資産除去債務 728 734

  その他 299 390

  固定負債合計 2,162 1,960

 負債合計 7,562 7,908

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,057 1,057

  資本剰余金 1,086 1,086

  利益剰余金 16,735 16,725

  自己株式 △787 △787

  株主資本合計 18,092 18,082

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 9 48

  評価・換算差額等合計 9 48

 純資産合計 18,102 18,130

負債純資産合計 25,665 26,039
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(2) 【中間損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間会計期間
(自 2024年７月１日
　至 2024年12月31日)

当中間会計期間
(自 2025年７月１日
　至 2025年12月31日)

売上高 17,765 17,466

売上原価 12,150 12,032

売上総利益 5,614 5,433

販売費及び一般管理費 ※  4,992 ※  4,958

営業利益 622 474

営業外収益   

 受取手数料 82 80

 投資不動産賃貸料 62 62

 その他 13 17

 営業外収益合計 158 160

営業外費用   

 支払利息 7 6

 投資不動産賃貸費用 21 21

 固定資産除却損 0 9

 その他 1 1

 営業外費用合計 31 39

経常利益 749 596

税引前中間純利益 749 596

法人税、住民税及び事業税 188 116

法人税等調整額 52 77

法人税等合計 240 194

中間純利益 508 402
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(3) 【中間キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間会計期間
(自 2024年７月１日
　至 2024年12月31日)

当中間会計期間
(自 2025年７月１日
　至 2025年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税引前中間純利益 749 596

 減価償却費 447 418

 受取利息及び受取配当金 △1 △2

 支払利息 7 6

 投資不動産賃貸料 △62 △62

 投資不動産賃貸費用 21 21

 売上債権の増減額（△は増加） △81 △99

 棚卸資産の増減額（△は増加） △436 △593

 仕入債務の増減額（△は減少） 728 1,015

 その他 △446 △140

 小計 926 1,160

 利息及び配当金の受取額 1 2

 利息の支払額 △7 △5

 法人税等の支払額 △21 △317

 営業活動によるキャッシュ・フロー 898 839

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △159 △197

 投資不動産の賃貸による支出 △15 △16

 投資不動産の賃貸による収入 62 62

 その他 △15 △11

 投資活動によるキャッシュ・フロー △128 △162

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 500 △100

 長期借入金の返済による支出 △299 △299

 自己株式の取得による支出 △365 ―

 リース債務の返済による支出 △23 △29

 配当金の支払額 △424 △412

 財務活動によるキャッシュ・フロー △613 △842

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 156 △165

現金及び現金同等物の期首残高 1,633 1,542

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  1,790 ※  1,377
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【注記事項】

(中間損益計算書関係)

※ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
前中間会計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

当中間会計期間
(自 2025年７月１日
至 2025年12月31日)

広告宣伝費 195 百万円 192 百万円

従業員給料及び手当 2,176 〃 2,190 〃

福利厚生費 437 〃 444 〃

賃借料 476 〃 489 〃

減価償却費 447 〃 418 〃
 

 
(中間キャッシュ・フロー計算書関係)

※ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおりであり

ます。

 

 
前中間会計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

当中間会計期間
(自 2025年７月１日
至 2025年12月31日)

現金及び預金 1,790百万円 1,377百万円

現金及び現金同等物 1,790百万円 1,377百万円
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(株主資本等関係)

前中間会計期間(自 2024年７月１日 至 2024年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2024年９月25日
定時株主総会

普通株式 426 30.00 2024年６月30日 2024年９月26日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

当社は、2024年８月９日開催の取締役会決議に基づき、自己株式150,000株の取得を行いました。また、2024年８

月26日開催の取締役会決議に基づき、自己株式300,000株の取得を行いました。この結果、当中間会計期間において

自己株式が365百万円増加し、当中間会計期間末において自己株式が787百万円となっております。

 
当中間会計期間(自 2025年７月１日 至 2025年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2025年９月26日
定時株主総会

普通株式 412 30 2025年６月30日 2025年９月29日 利益剰余金
 

 
２．基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社の報告セグメントは、ホームセンター事業のみであるため、記載を省略しております。

 

(収益認識関係)

    顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 （単位：百万円）

 前中間会計期間

(自 2024年７月１日

 至 2024年12月31日)

当中間会計期間

 (自 2025年７月１日

　 至 2025年12月31日)

顧客との契約から生じる収益

ＤIＹ用品

 
9,633

 
9,313

家庭用品 5,713 5,700

カー・レジャー用品 2,417 2,451

           計 17,765 17,466

外部顧客への売上高 17,765 17,466
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(１株当たり情報)

    １株当たり中間純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前中間会計期間

(自 2024年７月１日
至 2024年12月31日)

当中間会計期間
(自 2025年７月１日
至 2025年12月31日)

　　１株当たり中間純利益 36 円 63 銭 29 円 22 銭

    (算定上の基礎)   

 　中間純利益(百万円) 508 402

   普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

   普通株式に係る中間純利益(百万円) 508 402

    普通株式の期中平均株式数(株) 13,888,171 13,759,600
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

2026年2月10日

株式会社ハンズマン

　　　　取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ

福岡事務所
 

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  　上　 田  知 　範  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  　甲　 斐  貴 　志  

 

　

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハンズマ

ンの2025年7月1日から2026年6月30日までの第62期事業年度の中間会計期間（2025年7月1日から2025年12月31日まで）に

係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間キャッシュ・フロー計算書及び注記について期

中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

企業会計の基準に準拠して、株式会社ハンズマンの2025年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会

計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において

認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用され

る規定を含む。）に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当

監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

 
中間財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間財務

諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付

ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間財務

諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間財務諸表の注記事項が適切でない場合

は、中間財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レ

ビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続でき

なくなる可能性がある。

・中間財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠していな

いと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間財務諸表の表示、構成及び

内容、並びに中間財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められない

かどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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